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１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用

電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁を付して

出力・印刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四半期

レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書を末尾に

綴じ込んでおります。 
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】 

当第１四半期連結会計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

  

 
  

【簡便な会計処理】 

  

 
  

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】 

  

 
  

  

当第１四半期連結会計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年６月30日)

会計処理の原則及び手続の変更 

 (1) 棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会

計基準第９号 平成18年７月５日）を当第１四半

期連結会計期間から適用し、評価基準については

主として総平均法による原価法から主として総平

均法による原価法（収益性の低下による簿価切下

げの方法）に変更しております。なお、この変更

による損益への影響はありません。 

 (2) 連結財務諸表作成における在外子会社の会計処

理に関する当面の取扱いの適用   

当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸

表作成における在外子会社の会計処理に関する当

面の取扱い」（実務対応報告第18号 平成18年５

月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っ

ております。なお、この変更による損益への影響

はありません。 

当第１四半期連結会計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年６月30日)

固定資産の減価償却費の算定方法 

固定資産の年度中の取得、売却又は除却等の見積

りを考慮した予算に基づく年間償却予定額を期間按

分する方法によっております。 

当第１四半期連結会計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年６月30日)

税金費用の算定方法 

税金費用については、当第１四半期連結会計期間

を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税

効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算す

る方法によっております。 

なお、法人税等調整額に関しては、法人税等に含

めて表示しております。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

第１四半期連結累計期間 

  

 
  

当第１四半期連結会計期間末 
(平成20年6月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年3月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は11,228百万円で

あります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は11,190百万円で

あります。 

 ２ 偶発債務 

   能美保利(北京)智能技術有限公司の入札及び履行

保証に対し、14百万円(CNY930千)の保証を行って

おります。 

 ２ 偶発債務 

   能美保利(北京)智能技術有限公司の入札及び履行

保証に対し、9百万円(CNY637千)の保証を行って

おります。 

※３  受取手形裏書譲渡高     54百万円 ※３ 受取手形裏書譲渡高 103百万円

 ４ 当社グループは、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行６行と貸出コミットメント契約を締

結しております。 

   これらの契約に基づく当第１四半期連結会計期間

末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

貸出コミットメントの総額 4,000百万円

借入実行残高 -

差引額 4,000      

 ４ 当社グループは、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行６行と貸出コミットメント契約を締

結しております。  

   これらの契約に基づく当連結会計年度末の借入未

実行残高は次のとおりであります。 

貸出コミットメントの総額 4,000百万円

借入実行残高 -

差引額 4,000      

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日   
至 平成20年６月30日)

 １ 当社グループの売上高は、通常の営業形態と 

      して第４四半期連結会計期間の売上高が他の 

      四半期連結会計期間と比較して多くなる傾向 

      にあります。   

※２ 販管費及び一般管理費の主なものは次のとお 

   りであります。 

   給料諸手当       1,708百万円 

   賞与引当金繰入額      566百万円 

   役員退職慰労引当金繰入額  20百万円    

※３ 当第１四半期連結累計期間における税金費用 

   については、法人税、住民税及び事業税と法 

      人税等調整額を一括し法人税等として表示し 

   ております。 
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(株主資本等関係) 

当第１四半期連結会計(累計)期間(自 平成20年４月1日 至 平成20年６月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

  

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

    

    該当事項はありません。 

  

(リース取引関係) 

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変

動が認められないため、記載しておりません。 

  

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年６月30日)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 

現金及び預金勘定 17,132百万円

有価証券勘定  2,000      

預入期間が３か月を 

超える定期預金 
△927     

現金及び現金同等物 18,204      

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 60,832,771

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 449,720

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 484 8 平成20年３月31日 平成20年６月30日
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(有価証券関係) 

当第１四半期連結会計期間末(平成20年６月30日) 

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

当第１四半期連結会計期間末(平成20年６月30日) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

当第１四半期連結会計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日) 

該当事項はありません。 
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平成20年８月12日

能美防災株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている能

美防災株式会社の平成20年４月１日から平成20年６月30日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間

(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。こ

の四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表

に対する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、能美防災株式会社及び連結子会社の平成20

年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  飯  塚     昇  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  豊  島  忠  夫  ㊞ 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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当社代表取締役社長 橋爪 毅 は、当社の第65期第１四半期(自 平成20年４月１日 至 平成20年６

月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたし

ました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】




